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　札幌市の下水道事業は、収支の改善のため、2026年度に下水道使
用料を改定します。（ P52「下水道使用料のあり方」コラム参照）
　その結果、収支は一時的に持ち直す見通しであるものの、下水道施
設の老朽化に伴う改築事業の増加に加えて、人口減少や水需要の停滞
等に伴う下水道使用料収入の減少などにより、今後の下水道事業を取
り巻く財政状況は、より一層厳しくなる見通しです。（詳細は P64「7‒2　
財政収支見通し（2026～2034年度）」参照）

　地方公営企業会計として、質の高い下水道サービスの提供を継続してい
くため、経費回収率 100％以上と純損益 0 円以上の経営指標の目標達成
を目指し、持続可能で健全な経営を行います。

7−1　今後の財政運営７ 

財
政
収
支
計
画

計画期間の財政収支見通しにおける主な条件は以下のとおりです。

7−2　財政収支見通し（2026～2034年度）
(1) 主な条件

①下水道使用料 
（汚水私費） 

収入

支出

②一般会計繰入金 
（雨水公費） 

③長期前受金戻入 

④企業債 

⑤国庫交付金 

⑥維持管理費 

⑦減価償却費 

⑧建設事業費 

⑨企業債支払利息 

⑩企業債元金償還金 

〇家事用：第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンの将来推計人口に基づき試算 
〇業務用：新型コロナウイルス感染症（R2～4年度）で大きく水量が減少したため、感染拡大前10年間の実績に基づき試算 

〇公的資金：償還期間30年、元金均等方式、借入利率3.6％（近年の借入実績や変動幅を考慮） 
〇銀行債：償還期間30年(10年ごとに借換)、元金均等方式、 借入利率2.777％（近年の借入実績や変動幅を考慮） 

雨水分を試算（維持管理費34.4％、支払利息54.6％、減価償却費52.7％） 

減価償却費に対する長期前受金戻入の実績の割合に基づき試算 

建設事業費から国庫交付金などの財源を除いた額を試算 

建設事業費のうち、交付要件を満たす額（国庫交付金）を試算 

将来の労務単価や資材単価などの物価上昇率１％/年を考慮した上で、必要な事業費を試算 

建設事業費から耐用年数に基づき試算 

将来の労務単価や資材単価などの物価上昇率１％/年を考慮した上で、必要な事業費を試算 

財政収支見通しの主な条件
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計画期間の財政収支計画

下水道事業の主要な財源である下水道使用料（①）は、2026年度の改
定により、2027 年度には 252 億円まで増加するものの、人口減少とと
もに今後緩やかに減少する見込みです。

維持管理費（②）や建設事業費（③）は、老朽化施設の増加に加え、近年
の物価・労務費の上昇などにより、増加傾向となる見込みです。

今後も収支は厳しさを増していきますが、計画期間の前半４年間は、経費
回収率（④）100% 以上と純損益 (⑤)0円以上を達成し、健全経営を維
持できる見込みです。

しかしながら、計画期間の後半５年間では、経費回収率が 100% を下回り、
純損失（純損益がマイナスの状態）が生じる見通しです。この見通しが続
けば、後半５年間に２つの経営指標を達成するためには、使用料の改定
は避けられない状況です。なお、改定内容は、前半４年間の収支状況も
踏まえて決定します。また、老朽化施設が急増することを踏まえ、資産維
持費などの必要な財源の確保に向けた検討を行います。

次ページ以降に各主要項目の推移を掲載しています。

（注）四捨五入の関係上、内訳が一致しない場合がある。

単位：億円

(2) 財政収支見通し

※累積欠損金：企業活動によって生じた各年度の損失（赤字）を積み上げたもの。

収益的収入 A
下水道使用料 ①
一般会計繰入金
長期前受金戻入
その他

収益的支出 B

収益的収支差引 C (A－B)

維持管理費 ②
減価償却費
企業債支払利息
その他

純損益（税抜）⑤

資本的収入 D
累積欠損金※ 18 0 0 0 0 12 38 68 107

企業債
国庫交付金
その他

資本的支出 E

資本的収支差引 F (D－E)

建設事業費 ③
企業債償還金
その他

補てん財源 G
当年度末資金収支 H (C+F+G)
資金残高
企業債未償還残高
経費回収率 ④

資
本
的
収
支

収
益
的
収
支

９年計５年計
20342033203220312030

４年計
2029202820272026

R16R15R14R13R12R11R10R9R8
5,1972,8975835825775735822,300593589577541
2,2041,225242243245246248979250251252227
1,8291,011208203197196206818215211203189
1,004562115112112111112443111113111108
1609919232219166017151117

5,0122,8786005835755645562,134543540532519
2,0711,175239237235232232896227225222223
2,3771,3282712642662632641,048262266263258
506345837668625516149433832
5931666662866106
18418292516649494522

3812628270

2,9341,7073183803753333011,227316303276332
2,4281,456270328323282253972272252206242
407236454950474517142424146
99153333384293043

4,5332,5614965515404964781,971509492464507
2,9891,7473263893843403081,243323304275341
1,512804168160154154168708184181180164
321122222212892

▲16▲2
▲26▲107▲40▲30▲26▲15

▲1,599▲855▲178▲171▲165▲163▲177▲744▲193▲189▲187▲175
1,415791161157158157156624156158156154

0▲45▲32▲16▲535461219140
――4174899491―

― ― ―

86745641
――3,5123,4093,2413,0722,944―

―
2,8592,7712,7002,674

――87.1%89.7%92.0%94.5%96.6%100.0%101.6%103.6%92.5%
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各主要項目の推移
■下水道使用料 ■維持管理費

■建設事業費 ■企業債

下水道使用料は、2026 年度の改定により増加しますが、その後は人口減
少などに伴い減少する見通しです。

老朽化した取付管の調査箇所数の増加や、物価・労務費の上昇などによ
り、維持管理費は増加する見通しです。

老朽化した管路の改築の増加、物価・労務費の上昇などにより、建設
事業費は増加傾向となる見通しです。

建設事業費の増加に伴い、企業債は増加傾向となる見通しです。

企業債が企業債償還金を上回るため、企業債未償還残高は増加する
見通しです。企業債未償還残高の増加に伴い、企業債支払利息も増
加する見通しです。
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各主要項目の推移（続き）

■純損益と資金残高 ■経費回収率
純損益は、使用料改定により、2026 年度以降いったん増加しますが、
その後の使用料収入の減少や支出増により、2031年度にマイナスとな
る見通しです。

資金残高は、使用料改定や元金償還金の減少などにより2031年度ま
で増加しますが、その後は使用料収入の減少や支出増により減少し、
2034 年度には 41億円となる見通しです。

経費回収率は、使用料改定により、2027 年度から 2029 年度までは
100％以上となりますが、その後は使用料収入の減少や支出増により、
2030 年度以降、100％を下回る見通しです。
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